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Crypto-assets have grown significantly in just ten years since their appearance. As of May 2019, more
than 1,600 kinds of crypto-assets exist and their values exceeds 200 billion US dollars.
Macroeconomic statistical manuals are, however, silent on the treatment of crypto-assets, since their
current editions of the Manuals were prepared before the appearance of crypto-assets. Under such a
circumstance, new guidelines for appropriate treatments of crypto-assets in macroeconomic statistics had
been strongly sought. As an issue to be considered for updating Balance of Payments manual, the IMF
released its view that crypto-assets should be treated as valuables under trade in goods. This view might
unfit at least to some circumstances because some nature of crypto-assets is significantly different from
those of valuables. Such differences include lack of intrinsic value, and their extremely high volatility.
Crypto assets were created as cheap and secure means for remittances, although they are currently
transacted speculatively. Many attempts are underway to make crypto-assets much more attractive for their
original purpose, as cheap and secure means for remittances. In case that the main purpose of crypto-assets
returned to remittance in the future, however, they should be categorized as new financial assets, rather
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%．はじめに
近年，情報通信技術 (ICT) が急速に発展する中で，インターネットを活用し


















ントを経験しつつも，2016 年 5 月に改正資金決済法が成立（2017 年 4 月施行）
し，世界に先駆けて暗号資産が法的に認められたことや，2017 年 4 月に暗号
資産の取引について消費税が非課税となったこと等を受けて，ビットコインを
はじめとする暗号資産への投資が活発化した。もっとも，その後は，コインチ























(International Accounting Standard Board: IASB) からの諮問を受け，IFRS 解釈委員会






2015 年に着手した BPM6 の改訂プロジェクトの中で，国際収支統計における




(National Accounts) を所管する国連統計部の関連機関との協議を踏まえ，本年 4
月にマクロ経済統計における暗号通貨の取り扱いに関する見解を纏めたペーパ
ー (IMF [2019]) を公表した。
もっとも，後述の通り，現時点での IFRSIC の見解や IMF ペーパーでは，
全く新しいタイプの資産である暗号資産を既存の基準に照らして評価している。
その結果，いずれも暗号資産は（暫定的に）非金融資産と位置付けている。と












と名乗る人物が 2008 年 10 月に公表した 8
ページの論文 (Nakamoto [2008]) が出発点である。同論文では，ブロックチェー
ン技術を利用したデジタル通貨であるビットコインを提唱している。最初の暗




























─ 取引の承認は P2P ネットワークの参加者が自ら行う（マイニング）。
マイニングの成功が確認されると，承認された取引データを格納した新
しいブロックがチェーンに追加される。






























企業会計における暗号資産の取り扱いについては，IASB および IFRSIC で
議論されているが，2019 年 5 月末現在，最終的な結論は出ていない。
IASB は，暗号資産が発展途上にあることを踏まえ，2018 年 11 月の会合で，
暗号資産の保有および ICO に関する会計基準の作成を作業計画に含めること
を見送り，当面は暗号資産全般の動向をモニタリングすることを決めた。併せ
て，IFRSIC に，企業が保有する暗号資産に現行の IFRS 基準をどうやって適
用するかに関する指針を公表するように求めた（詳細は，IFRSIC [2019a] を参照）。
IFRSIC は，IASB の要請を踏まえ 2019 年 3 月に暫定指針 (tentative agenda
decision) を公表した (IFRSIC [2019b])。そこでは，現行会計基準の規定に照らし，






















局および BOPCOM で議論されてきた。IMF は，2018 年 10 月の BOPCOM に
おける議論を踏まえて，国際収支統計を含むマクロ経済統計における暗号資産
の扱いに関する Clarification Notes をリリースした (IMF [2019])。そこでは，暗































負債）を持つことになる (BPM6 paragraph 5.6，5.8，5.9) 。したがっ
て，金融資産は対応する負債を伴う。
─ 唯一の例外は，通貨当局が外貨準備として保有する金塊，























・2008 SNA では，生産された非金融資産は，①在庫 (inventories)，
②固定資産 (fixed assets)，③貴重品 (valuables) のいずれかに分類
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(注) 一般社団法人 日本仮想通貨交換業協会「仮想通貨取引についての現状報告」（2018 年 4


























(BPM6 paragraph 5.6，2008 SNA paragraph 11.7)。






















































































また，2017 年 12 月には，シカゴ・オプション取引所 (Chicago Board Option





























産の利用については目を光らせている。例えば，Financial Action Task Force
(FATF) は，マネーロンダリングやテロ資金調達防止の観点から各国に実用的
な指針を提供している。また，IMF も，FATF の基準に基づき，加盟国の規制

















































に記録される。現在，1 ブロックのサイズは 1 メガバイトが上限である。こう
した仕様の下では 1 秒間に 7 取引（1 日最大約 60.5 万取引）までしか処理でき



























































































③ 暗号資産取引は，2018 年 5 月の財務省による周知以前から活発に行われ





2018 年 1 月のコインチェック事件や 2014 年のマウントゴックス事件（それ
ぞれ 580 億円，480 億円相当の暗号資産が流出したとされる）では，流出した暗














































1) 本稿における暗号資産 (crypto assets) に該当するデジタル資産の呼称は，他に仮想通貨

















5) 2018 年 1 月，日本の仮想通貨交換業者（みなし業者）であるコインチェックが外部か
らのハッキングを受け，約 580 億円相当の仮想通貨 NEM が不正に引き出された事件。
詳しくは，野口 [2018] p. 114〜119，中島 [2019] p. 11〜12 を参照。
6) IMF [2019] によれば，「現在，世界のビットコインのマイニングの 80％が，中国，ジョ
ージア，スウェーデン，米国で行われている。このうち国内経済へのインパクトでは，
世界のマイニングの約 15％を占めるジョージアが際立っている。2018 年 8 月現在のビ
ットコインの市場価格で計算すると，ジョージアのマイニング会社は年間 7 億ドル相当
の新規コインおよびマイニング手数料を受領していると推察される。これは，同国の
GDP の 5％，財貨・サービス輸出の 10％に相当する」。ただし，IMF は，こうした取引
が国民経済計算や国際収支統計に十分には反映されていないとしている (IMF [2019] Box
2.)。
7) 正式名称は，The sixth edition of the Balance of Payments and International Investment Position
Manual。





















11) 中島 [2019] は，「ある調査によれば，ICO の 8 割は詐欺であると言われて」おり，
「ICO は，まともな資金調達手段としてはほとんど機能していないのではないか」とし















12) 正式名称は，Monetary and Financial Statistics Manual and Compilation Guide 2016。
13) BPM6 は，次期基準改訂までの間にマニュアルを修正する必要が生じた場合に備え，状
況に応じた数通りの対応方法を提示している (BPM6 paragraph 1.37〜1.42)。具体的には，
①「新規の経済状況が発生した場合，または BPM 作成時には無視しうる程度の取引等
が拡大した場合で，現行 BPM にそうした状況等に関する明確な規定がない場合」には，
IMF スタッフが，現行の BPM に基づいて該当する取引等の扱いを起案し，BOPCOM の
了解を得て公表する（明確化 (clarification beyond dispute)。IMF [2019] もこれに該当），
②「BPM の規定が不明確な取引が発生した場合」には，IMF スタッフが関連する BPM
の規定の解釈を起案し，関係者との協議・了解を経て公表する (interpretation)，③「現行
BPM の概念や定義と適合しない取引等が発生したり，現行 BPM の記述がミスリーディ
ングとなるような状況が生じた場合」には，BPM を一部変更が必要となる。具体的には，
IMF スタッフが BOPCOM と協議しつつ対応案を起案し，関係者に提示する（BPM の改
訂ではなく，変更の詳細を記載した冊子 (booklet) を公表することも選択肢となる）。
14) 貴重品の定義は他のマクロ経済統計に関する基準でも同様。例えば，政府財政統計に関
する国際基準である政府財政統計マニュアル 2014 (Government Finance Statistics Manual




減価しないと想定される」(GSFM 2014 paragraph 7.87)。ここでの貴重品の定義も，価格
変動が激しい BLCAs と一致しない。
15) OECD [2018] は，「（対応する）負債が存在する必要性は，殆どの (overwhelming
majority) 金融資産に妥当するとしても，貨幣用金のケースが示すように，負債の存在が
金融資産であることの大前提ではない」とする。
16) 例えば，現在ハイパーインフレーションが進行しているベネズエラ（2018 年 12 月のイ
ンフレ率は，年率換算で 169 万 8488％だったとされる＜ 2019 年 1 月 10 日付日本経済
新聞＞）では，物価の高騰が始まる前後には，ビットコインが大きく買われたとされる
（岩崎 [2018]）。また，暗号資産の一種である Dash も「ベネズエラを一大マーケットと
しており，すでに大手を含め 800 の事業者が Dash での支払いを受け付けるべくサイン
アップした」とされている (MUFG Innovation Hub [2018])。こうした事例は，ベネズエラ
においては，法定通貨ボリバルよりもビットコインや Dash の信用力の方が高いことを
示唆している。
17) MUFG Innovation Hub [2019] によれば，米ドルとレートが 1：1 に固定されているステ







あり，金融資産である（OECD [2019] 脚注 10 参照）。




の決済手段として使用されていた。FBI は 2013 年にサイト運営者を逮捕してサイトは
閉鎖されたが，「ビットコインによって違法薬物を販売する」というビジネスモデルが確
立されており，その後も「シルクロード 2.0」と呼ばれるシルクロードを模倣した闇サ
イトがいくつも開設されている（詳しくは，中島 [2017] p. 54〜57 を参照）。
20) 匿名性を主な要因として犯罪等に使用されているのは，現金（とくに高額紙幣）も同様
である点は認識されるべきである。脱税や非合法取引への現金の使用状況については，














況を踏まえ，金融庁は，2018 年 4 月に仮想通貨交換業等をめぐる諸問題について制度的
な対応を検討するため，「仮想通貨交換業等に関する研究会」を立ち上げた。同研究会で











支払われる。承認作業はマイニングではなくフォージング (forging) と呼ばれる。POS を
採用する BLCAs としては，Neo，Ada 等がある。
26) 少し古いが，VISA 社が 2014 年 12 月 4 日に行った記者説明会では，「1 取引処理の所
要時間は 1 秒以内，1 秒当たり 5 万 6 千件以上の取引処理能力，対応通貨数は 175 通
貨」としている。説明内容の概要は，https: //www.paymentnavi.com/paymentnews/44607.
html 参照。
27) Segregated Witness の略。これは，「取引データの電子署名部分を別枠扱いにして圧縮す
るもので，ブロックの情報を 25％程度まで圧縮できる。つまり，これまでの 4 倍の取引
をブロックに含めることができるようになる」（野口 [2018] p. 36）。Segwit は 2017 年 8
月に導入された
28) 国税庁は，2017 年度から確定申告に基づいて暗号資産取引による 1 億円以上の収入が
ある人の人数を公表しているが，その人数は 2017 年 331 人，2018 年 271 人と明らかに
少ない。とくに 2017 年にビットコイン等の価格急騰によって仮想通貨ブームが起きた
ことを考えると，これらのデータのカバレッジが十分に大きくない可能性がある。また，
2019 年 6 月 5 日付朝日新聞は，「仮想通貨（暗号資産）の取引にからみ，本年 3 月まで
の数年間に全国で少なくとも 50 人と 30 社が総額約 100 億円の申告漏れを国税当局から
指摘されたことが分かった」，「（仮想通貨）取引の実態が見えにくいことから税務申告し
ないケースが多数あると見られていた」と報じている。















30) 財務省 [2018] は，それ以前には暗号資産に係る取引が外為法報告として十分に提出さ
れていなかったことを受けて出されたものと思われる。この点，日本銀行国際局 [2013]
では，BPM6 ベースの国際収支統計に切り替えるのに合わせて年 1 回，過去 2 年分の統
計について報告計数の訂正等も含めて改訂を行う制度（年次改訂制度）を導入するとし
ており，実際にアナウンスされたスケジュールに従って年次改訂が行われている。取引
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